
移行期間における現場代理人又は主任（監理）技術者の 

配置に係る金額要件の適用について 

 

 建設業法施行令（昭和３１年政令第２７３号）の一部改正（令和５年１月１日

施行）」に伴い、現場代理人及び主任（監理）技術者等の兼任に係る金額要件につ

いて、見直しを行いました。 

 

※ 下表の各事例におけるＡ工事及びＢ工事を兼任する場合の金額要件適用の考え方

は、次のとおりです。 
 

 

 
 

主な

事例 

１２月３１日以前に 

公告された工事を受注 

１月１日以降に 

公告された工事を受注 

兼任の 

可否 
金額要件 

事例

１ 

A 工事 ３，４００万円 

B 工事 ３，４００万円 
－ 可 

改正前の金額要件 

（３，５００万円未満）

を適用 事例

２ 

A 工事 ３，７００万円 

B 工事 ３，４００万円 
－ 否 

事例

３ 
A 工事 ３，７００万円 B 工事 ３，７００万円 可 

改正後の金額要件 

（４，０００万円未満）

を適用 

事例

４ 
A 工事 ４，３００万円 B 工事 ３，７００万円 否 

事例

５ 
－ 

A 工事 ３，７００万円 

B 工事 ３，７００万円 
可 

事例

６ 
－ 

A 工事 ４，３００万円 

B 工事 ３，７００万円 
否 


